





















　まず，役員給与に関する規定の概要として法人税法 34 条 1 項，2項及び法人税法施行
令 70 条を検討する。
①法人税法 34条 1項








千葉商大論叢　第 57 巻　第 3 号（2020 年 3 月）pp. 239-252
　濱田氏によると法人税法 34 条 1 項は，「会社法における取締役報酬のお手盛り防止と同
様，法人税法でも，恣意的な支給による利益調整を防止することが制度の趣旨」（2）と説明
している。さらに，濱田氏によると法人税法 34 条 1 項の役員給与の損金算入の要件として，
支給額の事前確定性を求めていると指摘しており，役員給与の事案ではないが昭和 57 年






　このように，現在の法人税法 34 条 1 項 1 号から 3号については上記の事前確定性を備
えているものとして損金算入を認めていると考えられる。
②法人税法 34条 2項
　法人税法 34 条 2 項では，「内国法人がその役員に対して支給する給与……略……の額の
うち不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の
所得の金額の計算上，損金の額に算入しない。」としており，法人税法 34 条 2 項では，同
条 1項で指摘した事前確定性に加えて，「不相当に高額」という規制も行っている。
　法人税法 34 条は，平成 18 年度税制改正で役員給与制度が変更された。その改正前の法
人税法 34 条 1 項では，「内国法人がその役員に対して支給する報酬の額……略……のうち
不相当に高額な部分の金額として政令で定める金額は，その内国法人の各事業年度の所得
な金額の計算上，損金の額に算入しない。」と規定しており現在の法人税法 34 条 2 項と同
様であると解する。
　この規定の趣旨として国税不服審判所平成 29 年 4 月 25 日では，「課税の公平性を確保
する観点から，職務執行の対価としての相当性を確保し，役員給与の金額決定の背後にあ
る恣意性の排除を図るという考え方によるものと解される。」としている。






うことにある」としており，旧法人税法 34 条 1 項の趣旨を述べている。さらに，「同改正
後の法人税法 34 条は，内国法人がその役員に対して支給する給与について，同条 1項に
（2） 濱田康宏『法人税の最新実務Q&Aシリーズ　役員給与』，中央経済社，令和元年 5月 30 日，p6-7
（3） 濱田康宏，前掲書（注 2），p7
―240―



















　法人税法施行令 70 条では，1号に役員給与，2号に役員退職金及び 3号で使用人兼役員
の損金不算入額について規定している。













（4） 形式基準とは，会社法 361 条 1 項に定めている要件のことであり，「取締役の報酬，賞与その他の職務執行
の対価として株式会社から受ける財産上の利益……略……についての次に掲げる事項は，定款に当該事項を
定めていないときは，株主総会の決議によって定める。」としており，同 1号に金額，同 2号に算定方法及




が超えた部分について規定している。このように，法人税法施行令 70 条 1 号では，役員
個人に対して不相当な役員給与について損金不算入としており，役員全体として，事前に
決定した金額を超えた役員給与を損金不算入としている。





して類似企業との比較をしている。さらに，東京地裁平成 29 年 10 月 13 日で同規定につ





















上金額を基準として 2分の 1以上 2倍以下の範囲に含まれる法人を抽出した基準には合理
性があるというべき」（10）としており倍半基準の合理性を述べている。
（6） 東京地裁平成 29 年 10 月 13 日
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　さらに，東京地裁平成 28 年 4 月 22 日では，「『事業規模が類似する』法人の役員に対す
る報酬ないし給与の支給の状況を，不相当に高額な部分の金額の判断の基準の一つとして
いるところ，売上金額は，法人の事業規模を示す最も重要な指標の一つであるということ
ができ，事業規模の類似性を判断するに当たり，対象法人の売上金額の 0.5 倍以上 2倍以
内の範囲から類似法人を抽出することは，合理的であるといえる。」（12）としており，倍半







　そして，東京地裁平成 29 年 10 月 13 日判決でも抽出基準の合理性について，「法人税法
















（11）国税不服審判所平成 17 年 12 月 19 日
（12）東京地裁平成 28 年 4 月 22 日
（13）東京高裁平成 29 年 2 月 23 日
（14）東京地裁平成 29 年 10 月 13 日

























客観的な事実を元に取締役である山田氏の年額 600,000 円（月額 50,000 円）より高額にな
ることはないとして比較対象の代表取締役及び専務取締役以外の最高額との差額を損金不
算入としている。しかしながら，他の非常勤取締役は，年額 240,000 円（月額 20,000 円）
であり，さらに使用人の最高額は月額 30,000 円である点を考えると損金不算入金額が少
額であるようにも感じられる。当該地裁の控訴審である東京高裁昭和 53 年 11 月 30 日及
び最高裁昭和 54 年 9 月 20 日でも結論の変更はなかった。
②実質的に常勤の取締役と同等の職務を認め損金算入を認めた事例
　国税不服審判所平成 14 年 6 月 13 日で原処分庁は，確定申告書において甲が非常勤であ
る旨主張するが，「役員が非常勤役員となるか常勤役員となるかの判断をするに当たって
（16）山口敬三郎「役員給与の適正額について（残波事件）（下）」，『税理』，61 巻 8 号，平成 30 年 7 月，p134-135
（17）山口敬三郎，前掲論文（注 16），p138
（18）山口敬三郎，前掲論文（注 16），p138
（19）東京地裁昭和 51 年 7 月 20 日
―244―





























　上記の裁判例及び裁決例を検討すると，東京地裁昭和 51 年 7 月 20 日では，類似企業の
役員ではなく企業内の役員を比較対象としており，また，不当に高額の考え方も企業内の
役員と比べ最も高額な役員を超える部分は損金不算入としており，納税者の予測可能性や











































（29）林仲宣「役員給与に関する判例・裁決例の動向」，『税務弘報』，66 巻 9 号，平成 30 年 9 月，p62
（30）林仲宣，前掲論文（注 29），p62
―246―
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①残波事件

































（31）東京地裁平成 28 年 4 月 22 日
（32）前掲地裁（注 31）
（33）前掲地裁（注 31）







裁平成 30 年 1 月 25 日でも上告を棄却している。
②業績と役員給与を比較して検討した裁決








益の額は，……略……いずれも減少しているものの，最高額である平成 25 年 7 月期の額
が最低額である平成 23 年 7 月期の額の 1.2 倍程度という範囲内の増減幅であるから，お
おむね一定であったといえる。」（37）と判断しており，また，「使用人に対する給与の支給の
状況及び本件役員給与の状況は，……略……本件各事業年度における請求人の使用人に対
する給与の平均支給額の状況は，……略……最高額である平成 24 年 7 月期の額が最低額
である平成 25 年 7 月期の額の 1.4 倍程度という範囲内の増減幅であるから，おおむね一
定であったといえる。」（38）としている。しかしながら，「本件役員給与の状況は，……
略……平成 22 年 7 月期と比較すると，本件各事業年度においては，平成 23 年 7 月期が約
2.3 倍，平成 24 年 7 月期が約 3.3 倍，平成 25 年 7 月期が約 3.9 倍，平成 26 年 7 月期が 4倍，
平成 27 年 7 月期が約 4.3 倍と，いずれも高い伸び率となっている。」（39）としており，収益
の増減状況及び使用人の給与の増減状況に比べ役員給与の伸び率が高い点を指摘している。
　そして類似企業との比較について，「本件役員給与の額は，平成 23 年 7 月期から平成





















る法人税法 34 条 2 項の趣旨に反することにもなりかねず，相当であるとはいえない。し
かも，平均功績倍率を少しでも超える功績倍率により算定された役員退職給与の額が直ち


































































（48）鈴木涼介「役員給与の適正額の設定」，『税理』，60 巻 15 号，平成 29 年 12 月，p56
―250―





































千葉商大論叢　第 57 巻　第 3号（2020 年 3 月）
